
第13回定時株主総会招集ご通知に
際してのインターネット開示事項

連 　 結 　 注 　 記 　 表
個 　 別 　 注 　 記 　 表

第13期（2017年７月１日から2018年６月30日まで）

テクノプロ・ホールディングス株式会社

法令及び当社定款の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブ
サイトに掲載することにより、ご提供しているものであります。
（http://www.technoproholdings.com）



連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記

⑴　連結計算書類の作成基準
　当社及び子会社（以下、「当社グループ」という。）の連結計算書類は、会社計算規
則第120条第１項の規定により、国際会計基準（以下、「IFRS」という。）に準拠して
作成しております。なお、本連結計算書類は同項後段の規定により、IFRSで求められる
開示項目の一部を省略しております。

⑵　連結の範囲に関する事項
連結子会社の数：20社
　当連結会計年度において、買収により９社増加、子会社間の合併により１社減少し
ております。
主要な連結子会社名：株式会社テクノプロ、株式会社テクノプロ・コンストラクショ
ン

⑶　持分法の適用に関する事項
　持分法適用関連会社の数：１社
　主要な関連会社名：プレイネクストラボ株式会社

⑷　連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうち、連結決算日と決算日が異なる会社は次のとおりです。
　決算日　８月末日　１社、12月末日　４社、２月末日　２社、３月末日　５社
　連結計算書類の作成にあたっては、連結決算日で作成した追加的な財務諸表を使用し
ております。

⑸　会計方針に関する事項
①　金融資産の評価基準及び評価方法
ⅰ　当初認識及び測定

　金融資産は金融商品の契約上の当事者になった時点で認識しております。
　金融資産は、当初認識時に公正価値で測定しております。純損益を通じて公正価
値で測定する金融資産を除いて、公正価値に取引コストを加算した金額で測定して
おります。
ⅱ　純損益を通じて公正価値で測定される金融資産

　金融資産が売却目的保有又は純損益を通じて公正価値で測定する金融資産に指
定された場合、純損益を通じて公正価値で測定される金融資産に分類しておりま
す。
　純損益を通じて公正価値で測定される金融資産に指定された金融資産は、公正価
値で測定され、関連する変動は純損益として認識しております。
　デリバティブは、契約が締結された日の公正価値で当初認識され、その後の測定
も公正価値で行っております。ヘッジ会計の適用要件を満たしており、かつ、キャ
ッシュ・フロー・ヘッジとして指定されているデリバティブの公正価値の変動はそ
の他の包括利益を通じて資本に計上しております。資本に蓄積された金額は、ヘッ
ジ対象が純損益に影響を与える期に純損益にリサイクルしております。
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ⅲ　満期保有投資
　支払額が固定されている、もしくは決定可能で満期日が固定されているデリバテ
ィブ以外の金融資産で、満期まで保有する積極的な意図及び能力を有する場合には
満期保有投資に分類しております。なお、当連結会計年度末日において、満期保有
投資に分類する金融資産は保有しておりません。
ⅳ　貸付金及び債権

　支払額が固定されている、もしくは決定可能なデリバティブ以外の金融資産で、
活発な市場における公表価格がない場合には貸付金及び債権に分類しております。
貸付金及び債権は当初認識後、実効金利法を適用した償却原価から減損損失を控除
して測定しております。実効金利法による償却額は純損益で認識しております。
ⅴ　売却可能金融資産

　デリバティブ以外の金融資産のうち、ⅱ～ⅳのいずれにも分類されない金融資産
は売却可能金融資産に分類しております。売却可能金融資産は、公正価値で当初測
定した後、各連結会計年度末の公正価値で再測定しております。公正価値の変動
は、その他の包括利益に計上しております。認識を中止した場合又は減損損失が認
識された場合には、その他の包括利益に計上されている累積損益は純損益に振り替
えております。
ⅵ　金融資産の減損

　純損益を通じて公正価値で測定される金融資産以外の金融資産は、各連結会計年
度末において減損の客観的な証拠があるかを検討しております。金融資産は、金融
資産の当初の認識以降に発生する１つ以上の事象の結果として減損の客観的な証
拠が存在し、かつその事象による金融資産の見積将来キャッシュ・フローへの影響
が合理的に測定できる場合に減損損失を認識しております。
　貸付金及び債権は貸倒引当金を用いて減損損失を認識し、その後債権が回収不能
であると判断した場合には、貸倒引当金と相殺して帳簿価額を直接減額しておりま
す。減損損失認識後に、減損損失を減額する事象が発生した場合は、減損損失の戻
入額を純損益で認識しております。
ⅶ　金融資産の認識の中止

　金融資産から生じるキャッシュ・フローに対する契約上の権利が消滅した場合、
又は金融資産のキャッシュ・フローを受け取る契約上の権利を譲渡し、当該金融資
産の所有に係るリスクと経済価値を実質的に全て移転した場合に、当該金融資産の
認識を中止しております。

②　有形固定資産及び無形資産（のれんを除く）の評価基準及び評価方法
ⅰ　有形固定資産

　有形固定資産は原価モデルを採用し、取得原価から減価償却累計額及び減損損失
累計額を控除した額で計上しております。取得原価には、資産の取得に直接関連す
る費用及び将来に発生すると見込まれる資産除去費用が含まれております。
　これらの資産の減価償却は、使用可能となった時点から開始され、見積耐用年数
にわたって、主として定額法により行っております。
　主要な有形固定資産の見積耐用年数は以下のとおりであります。
　建物及び構築物　　　　　 ３年～15年
　工具器具及び備品　　　　 ３年～10年
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　ファイナンス・リースにより保有する資産は、リース期間の終了時までに所有権
の移転が確実であると見込まれる場合を除き、リース期間とリース資産の見積耐用
年数のいずれか短い期間で償却しております。
　減価償却方法、耐用年数及び残存価額は、毎期末に見直しを行い、必要に応じて
改定しております。
ⅱ　無形資産（のれんを除く）

　当初認識時に取得原価で測定しております。企業結合により取得した無形資産
は、当初認識時にのれんとは区分して認識し、取得日の公正価値で測定しておりま
す。耐用年数が確定できないものを除き、当初認識後、取得原価から償却累計額及
び減損損失累計額を控除した価額で計上しております。償却は、耐用年数が確定で
きないものを除き、使用可能となった時点から開始され、見積耐用年数にわたっ
て、定額法により行っております。
　主要な無形資産の見積耐用年数は以下のとおりであります。
　ソフトウェア　５年
　顧客関連資産　10年～14年
　なお、自己創設の無形資産はありません。
　償却方法、耐用年数及び残存価額は、毎期末に見直しを行い、必要に応じて改定
しております。

③　のれんに関する事項
　のれんは取得原価から減損損失累計額を控除した額で計上しております。のれん
は償却を行わず、毎期の減損テストにより必要な場合は減損損失を計上しておりま
す。

④　非金融資産の減損
　棚卸資産及び繰延税金資産を除く非金融資産については、報告日毎に減損の兆候の
有無を判定しております。減損の兆候がある場合には、その資産又は資金生成単位の
回収可能価額の見積りを行っております。
　資金生成単位は、継続的に使用することにより、他の資産又は資金生成単位から概
ね独立したキャッシュ・イン・フローを生み出す最小の資産グループとしておりま
す。
　回収可能価額は、使用価値と処分費用控除後の公正価値のいずれか高い金額として
おります。使用価値は、見積将来キャッシュ・フローを貨幣の時間的価値及び当該資
産に固有のリスクを反映した税引前の割引率により現在価値に割り引いて算定して
おります。
　のれんの資金生成単位は、のれんが内部報告目的で管理される単位に基づき決定し
ております。
　全社資産は独立したキャッシュ・イン・フローを生み出していないため、全社資産
に減損の兆候があった場合には、全社資産が帰属する資金生成単位の回収可能価額を
算定して判断しております。
　減損損失は、資産又は資金生成単位の帳簿価額が回収可能価額を超過する場合に純
損益で認識しております。資金生成単位について認識した減損損失は、まずその資金
生成単位に関連したのれんの帳簿価額を減額するように配分し、次に資金生成単位内
のその他の資産の帳簿価額に比例的に配分しております。
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　過去に認識した減損損失については、報告日毎に減損損失の減少又は消滅を示す兆
候の有無を判定しております。減損損失の戻し入れの兆候があり、回収可能価額の決
定に使用した見積りが変化した場合には、減損損失を戻し入れております。
　減損損失の戻し入れについては、過去の期間において当該資産について認識した減
損損失がなかった場合の償却又は減価償却控除後の帳簿価額を超えない額としてお
ります。また、のれんに関する減損損失は戻し入れを行っておりません。
　なお、持分法適用会社に対する投資の帳簿価額の一部を構成するのれんは区分して
認識しないため、個別に減損テストを実施しておりません。持分法適用会社に対する
投資が減損している可能性が示唆されている場合には、投資全体の帳簿価額について
回収可能価額を帳簿価額と比較することにより単一の資産として減損テストを行っ
ております。

⑤　重要な引当金の計上基準
　過去の事象の結果として、現在の法的又は推定的債務を有しており、当該債務を決
済するために経済的便益を持つ資源の流出が必要となる可能性が高く、当該債務の金
額について信頼性のある見積りが可能である場合に、引当金を認識しております。
　引当金は、現時点の貨幣の時間価値の市場評価と当該債務に特有なリスクを反映し
た税引前の割引率を用いて、債務の決済に必要と見込まれる支出の現在価値として測
定しております。時の経過による引当金の増加は金融費用として認識しております。
　資産除去債務引当金については、賃借事務所・建物等に対する原状回復義務に備
え、過去の原状回復実績及び事務所等に施した内部造作の耐用年数を考慮して決定し
た使用見込期間等を基礎として、各物件の状況を個別具体的に勘案して見積り、認識
及び測定しております。これらの費用は主に１年以上経過した後に支払われること
が見込まれておりますが、将来の事業計画等により影響を受けます。
　受注損失引当金については、受注契約に係る将来の損失に備えるため、損失が発生
する可能性が高いと見込まれ、かつ、当該損失額を見積ることが可能な受注契約につ
いて、損失見込額を計上しております。これらの損失は主に１年以内に発生すること
が見込まれております。

⑥　従業員給付
ⅰ　退職後給付

　当社及び一部の子会社において、確定拠出年金制度を採用しております。確定拠
出年金制度は、雇用主が一定額の掛金を他の独立した企業に拠出し、その拠出額以
上の支払について法的又は推定的債務を負わない退職後給付制度です。確定拠出
年金制度の拠出は、従業員がサービスを提供した期間に純損益として認識していま
す。
　また、一部の子会社において確定給付制度として退職一時金制度を採用しており
ます。
　当社グループは本邦の公的年金制度に対して掛金を拠出しております。当該公
的年金制度（確定拠出制度）に対する掛金拠出は、発生時に費用処理され、従業員
給付に含めて処理しております。
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ⅱ　その他の従業員給付
　その他の従業員給付については、従業員が関連する勤務を提供した時点で費用と
して計上しております。賞与及び有給休暇費用については、それらを支払う法的又
は推定的な債務を負っており、かつ、その金額を信頼性をもって見積ることが可能
な場合に、それらの制度に基づいて支払われると見積られる額を負債として認識し
ております。

⑦　外貨換算基準
ⅰ　外貨建取引

　外貨建取引は、取引日における為替レートで当社グループ各社の機能通貨に換算
しております。期末日において再測定する外貨建資産及び負債は、期末日の為替レ
ートで機能通貨に再換算しております。公正価値で測定される外貨建非貨幣性資
産及び負債は、その公正価値の算定日における為替レートで機能通貨に再換算して
おります。
　再換算又は決済により発生した換算差額は、その期間の純損益として認識してお
ります。ただし、非貨幣性項目の利益又は損失がその他の包括利益に計上される場
合は、為替差額もその他の包括利益に計上しております。
ⅱ　在外営業活動体の財務諸表

　在外営業活動体の資産及び負債は期末日の為替レートで、収益及び費用はその期
間の平均レートで機能通貨に換算しております。
　在外営業活動体の財務諸表から発生した為替換算差額はその他の包括利益で認
識し、為替換算差額の累積額は連結財政状態計算書の「その他の資本の構成要素」
に計上しております。

⑧　機能通貨及び表示通貨
　連結計算書類は、当社の機能通貨である日本円で表示されており、百万円未満を切
り捨てて表示しております。

⑨　その他連結計算書類の作成のための重要な事項
　消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しております。
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２．連結財政状態計算書に関する注記
⑴　資産から直接控除した貸倒引当金

売掛金及びその他の債権 32百万円
その他の長期金融資産 9百万円

⑵　有形固定資産の減価償却累計額（減損損失累計額を含む）
1,245百万円

⑶　コミットメントライン契約・当座貸越契約及び財務制限条項
　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引金融機関とコミットメントライン
契約及び当座貸越契約を締結しております。当連結会計年度末におけるコミットメン
トライン契約及び当座貸越契約に係る借入未実行残高は次のとおりであります。

コミットメントラインの総額 6,000百万円
当座貸越極度額の総額 5,000百万円
借入実行残高 －百万円
差引額 11,000百万円

　また、当社の金融機関からの借入金については、財務制限条項が付されております。

３．連結持分変動計算書に関する注記
⑴　当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

普通株式 36,254,932株
⑵　配当に関する事項

①　配当金支払額

決 議 株式の種類 配当金の総額
(百万円) 配当の原資 １株当たり

配当額(円) 基 準 日 効力発生日

2017年9月28日
定 時 株 主 総 会 普通株式 2,148 利益剰余金 62.79 2017年6月30日 2017年9月29日

2 0 1 8 年 2 月 2 日
取 締 役 会 普通株式 1,712 利益剰余金 50.00 2017年12月31日 2018年2月28日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

決 議 ( 予 定 ) 株式の種類 配当金の総額
(百万円) 配当の原資 １株当たり

配当額(円) 基 準 日 効力発生日

2018年9月27日
定 時 株 主 総 会 普通株式 2,537 利益剰余金 70.00 2018年6月30日 2018年9月28日

⑶　当連結会計年度末の新株予約権の目的となる株式の種類及び数
該当事項はありません。
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４．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

　当社グループは経営活動を行う過程において、財務上のリスクに晒されております。
当該リスクを回避又は低減するため、リスク管理を行っております。
　デリバティブはリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針
であります。
①　信用リスク

　営業債権である受取手形、売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当社
グループは、債権管理規程に沿って、営業債権について主管部署と営業取引部署とが
取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手毎に設定した与信限度額に基づ
き、期日及び残高を管理するとともに、財務状況の悪化等による回収懸念の早期把握
や、売掛金等の回収可能性を検討し必要に応じて貸倒引当金を計上することによりリ
スク低減を図っております。

②　金利リスク
　借入金について変動金利を適用しており、金利変動リスクに晒されております。
　当社グループは、借入条件を適時に見直すことにより金利変動リスクの低減を図っ
ております。

③　流動性リスク
　資金繰りが悪化した場合に、支払債務の履行が困難になる流動性リスクに晒されて
おります。
　当社グループは、各部署からの報告に基づき財務部が毎月適時に資金繰計画を作
成・更新するとともに、手元流動性の維持などにより流動性リスクを管理しておりま
す。また、取引金融機関とコミットメントライン及び当座貸越契約を締結することに
より流動性リスクの低減を図っております。

④　市場価格の変動リスク
　上場株式などの活発な市場で取引されている有価証券は、市場価格の変動リスクに
晒されております。
　当社グループは、発行体の財務状況や市場価格を継続的にモニタリングすることに
より市場価格の変動リスクの低減を図っております。
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⑵　金融商品の公正価値に関する事項
　2018年６月30日における金融商品の帳簿価額と公正価値は以下のとおりでありま
す。

（単位：百万円）
帳簿価額 公正価値

金融資産
貸付金及び債権

売掛金及びその他の債権 17,378 17,378
その他の金融資産 1,907 1,885

現金及び現金同等物 21,652 21,652
純損益を通じて公正価値で測定される
金融資産

その他の金融資産 283 283
売却可能金融資産

その他の金融資産 2,205 2,205
金融資産合計 43,428 43,405
金融負債
償却原価で測定される金融負債

買掛金及びその他の債務 11,045 11,045
社債及び借入金 11,616 11,616
その他の金融負債 9,166 9,190

純損益を通じて公正価値で測定される
金融負債

その他の金融負債 440 440
金融負債合計 32,268 32,292

①　貸付金及び債権
　主として短期間で決済されるため、帳簿価額は公正価値に近似しております。敷金
保証金については、一定の期間ごとに区分し、安全性の高い債券の利回りで割り引い
た現在価値により算定しております。

②　現金及び現金同等物
　満期までの期間が短期であるため、帳簿価額は公正価値に近似しております。

③　純損益を通じて公正価値で測定される金融資産
　上場株式については取引所の価格によっており、非上場株式及び出資金については
純資産価値に基づく評価技法等、適切な評価技法を用いて測定した価格により算定し
ております。保険積立金については、解約払戻金により測定した価格により算定して
おります。
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④　償却原価で測定される金融負債
　償却原価で測定される金融負債のうち、買掛金及びその他の債務及びその他の金融
負債については、主として短期間で決済されるため、帳簿価額は公正価値に近似して
おります。借入金については、変動金利によるものであり、短期間で市場金利を反映
しており、当社の信用状況も借入実行時と大きく変動していないことから帳簿価額は
公正価値に近似しております。
　その他の金融負債のうち一部の長期未払金については、新規に同様の取引を行った
場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。非支配株主
へ付与されたプット・オプションについては、将来契約相手への支払が要求される可
能性がある金額の現在価値により算定しております。

⑤　純損益を通じて公正価値で測定される金融負債
　条件付対価に係る負債は、将来の業績等を考慮し支払額を見込んで算定しておりま
す。

５．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり親会社所有者帰属持分 1,150円04銭
⑵　基本的１株当たり当期利益 244円81銭
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６．重要な後発事象に関する注記
株式会社トクオの取得

当社及び当社連結子会社である株式会社テクノプロ・コンストラクション（以下
「TCS」という。）は、2018年６月29日付の取締役会において、株式会社トクオ
（以下「対象会社」という。）の発行済普通株式の100％をTCSが取得し子会社化
（当社の曾孫会社化）することを決議いたしました。

⑴　被取得企業の名称及びその事業の内容
　被取得企業の名称：株式会社トクオ
　事業の内容：既設建物調査診断及び改修設計・監理、新築設計・監理・宅建　

事業・その他各種調査、検査及び測定人材紹介事業
⑵　取得日

　2018年７月20日
⑶　取得した議決権付資本持分の割合

　100％
⑷　被取得企業の支配の獲得方法

　現金を対価とする株式取得
⑸　取得対価

　1,220百万円
⑹　企業結合を行った主な理由

本件は、当社グループの建設領域において、主力業務である施工管理以外への
多角化を図り、技術者の高付加価値化を推進するものです。

対象会社は愛知、三重、東京、大阪に拠点を設け、建築リニューアル領域での
調査、耐震診断、設計・監理を主力業務として行っております。15名の一級建
築士（うち構造設計一級建築士３名）を含む有資格者が22名、総勢35名の技術
者を擁し、調査から設計までを自社で賄うことによる高収益体質を誇っておりま
す。

⑺　取得した資産及び引き受けた負債の額
　現時点では確定しておりません。

７．その他の注記
記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴　有価証券の評価基準及び評価方法
①　関係会社株式　　　　　　移動平均法による原価法を採用しております。
②　その他有価証券
　　　時価のあるもの　　　　期末日の市場価格等に基づく時価法を採用しておりま

す。（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、
売却原価は移動平均法により算定しております。）

　　　時価のないもの　　　　主として移動平均法による原価法を採用しております。
　　　　　　　　　　　　　　なお、投資事業組合への出資（金融商品取引法第２条

第２項により有価証券とみなされるもの）については、
組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な
最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込
む方法によっております。

⑵　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産　　　　　　定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は、建物３年～15年、工具、器具
及び備品３年～10年であります。

②　無形固定資産　　　　　　定額法を採用しております。
なお、ソフトウェア（自社利用分）については、見込
利用可能期間（５年）に基づく定額法によっておりま
す。

⑶　引当金の計上基準
　貸倒引当金　　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権及び破産更生
債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を計上しております。

⑷　繰延資産の処理方法
　株式交付費　　　　　　　　支出時に全額費用として処理しております。

⑸　外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損
益として処理しております。

⑹　消費税等の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。
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２．貸借対照表に関する注記
⑴　有形固定資産の減価償却累計額 302百万円
⑵　関係会社に対する金銭債権債務

①　短期金銭債権
②　長期金銭債権

1,389百万円
56百万円

③　短期金銭債務 57百万円
⑶　コミットメントライン契約・当座貸越契約及び財務制限条項

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引金融機関とコミットメントライ
ン契約及び当座貸越契約を締結しております。当事業年度末におけるコミットメント
ライン契約及び当座貸越契約に係る借入未実行残高は次のとおりであります。

コミットメントラインの総額 6,000百万円
当座貸越極度額の総額 5,000百万円
借入実行残高 －百万円
差引額 11,000百万円

　また、当社の金融機関からの借入金については、財務制限条項が付されております。

３．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

営業取引の取引高 8,484百万円
業務受託収入 7,242百万円
営業費用 1,241百万円

営業取引以外の取引高 11百万円

４．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当 事 業 年 度
期 首 株 式 数

当 事 業 年 度
増 加 株 式 数

当 事 業 年 度
減 少 株 式 数

当 事 業 年 度 末
株 式 数

普 通 株 式 215株 126株 －株 341株

（注）自己株式の増加は、単元未満株式の買取り請求によるものであります。

－ 12 －



５．税効果会計に関する注記
⑴　繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別の内訳

繰延税金資産
未払賞与 58 百万円
未払事業税 26 百万円
その他 45 百万円

繰延税金資産小計 130 百万円
評価性引当額 △40 百万円

繰延税金資産合計 89 百万円
⑵　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な

項目別の内訳
法定実効税率 30.9 ％
（調整）

役員賞与等永久に損金に算入されない項目 0.9 ％
評価性引当額の増減 0.7 ％
その他 0.8 ％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 33.2 ％
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６．関連当事者との取引に関する注記

属性 会社等の名称
議決権等
の所有
(被所有)

割合
関係内容 取引の内容 取引金額

（百万円） 科目 期末残高
（百万円）

子会社 ㈱テクノプロ
所有
直接

100.0％

役員の兼任
管理業務の受託
事務所の転貸

経営指導 (注)１ 6,173
前受収益 115

営業未収入金 670

資金の借入 (注)２ 8,214 － －

債務保証 (注)３ 5,570 － －

子会社 ㈱テクノプロ・コン
ストラクション

所有
間接

100.0％

役員の兼任
管理業務の受託
事務所の転貸

債務保証 (注)３ 3,870 － －

（注）１．当社が行うグループ経営運営に関し、一定の基準に基づき決定しております。
２．市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。なお、担保は提供して

おりません。
３．当社の金融機関からの借入につき債務保証を受けたものであります。なお保証

料の支払は行っておりません。
４．上記金額のうち、取引金額には消費税が含まれておりません。

７．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 943円66銭
⑵　１株当たり当期純利益 31円86銭

８．重要な後発事象に関する注記
　連結計算書類の連結注記表「６.重要な後発事象に関する注記」に記載しているため、
記載を省略しております。

９．その他の注記
　記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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